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○高知市地域福祉計画推進協議会条例 

平成27年４月１日 

条例第46号 

（設置）  

第１条 高知市地域福祉計画（以下「地域福祉計画」という。）の策定及び推進等に当た

り、広範な市民の意見を反映するため、高知市地域福祉計画推進協議会（以下「協議会」

という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

⑴  地域福祉計画の策定に関すること。 

⑵ 地域福祉計画に基づく諸施策の進捗状況に関すること。 

⑶ 地域福祉計画の推進の方策に関すること。 

⑷ 地域福祉計画の見直しに関すること。 

⑸ その他地域福祉計画の推進に関すること。 

（組織） 

第３条  協議会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する委員20人以内で組織する。 

⑴ 学識経験者 

⑵ 関係団体の役職員 

⑶ 市民 

⑷ その他市長が特に必要と認める者 

２ 前項第３号の委員は、公募によるものとし、その選考に当たっては、高知市地域福祉

計画推進協議会公募委員選考委員会（以下「選考委員会」という。）において審査する。 

３ 委員の公募の実施並びに選考委員会の組織及び運営について必要な事項は、市長が別

に定める。 

（委員の任期） 

第４条  委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条  協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２  会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を行う。 

（会議） 

第６条  協議会の会議は、会長が必要に応じて招集し、会長が議長となる。 

（資料提供その他の協力等） 

第７条 協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係部局そ

の他の者に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができ

る。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、その職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 
- 4 -



（専門部会） 

第９条 協議会の所掌事項について専門的に協議する必要があるときは、協議会に専門部

会を置くことができる。 

２  専門部会の組織及び運営について必要な事項は、市長が別に定める。 

（庶務） 

第10条  協議会の庶務は、健康福祉部において処理する。 

（その他） 

第11条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会長が協議

会に諮って定める。 

附 則     

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において置かれていた高知市

地域福祉計画推進協議会（高知市地域福祉計画推進協議会設置要綱（平成24年３月13日

制定）の規定に基づき組織されたものをいう。以下「旧協議会」という。）は、協議会と

なり、同一性をもって存続するものとする。 

３ この条例の施行の際現に旧協議会の委員として市長から委嘱されている者及び旧協議

会の会長又は副会長に選任されている者は、施行日において協議会の委員に委嘱され、

又は会長若しくは副会長に選任されたものとみなす。ただし、その任期は、第４条第１

項の規定にかかわらず、旧協議会の委員並びに会長及び副会長としての残任期間に相当

する期間とする。 
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21 14 7 1 0 5 1 1 1 3 7
26 16 10 1 0 8 6 1 0 4 5
21 15 6 1 0 2 1 6 1 5 6
18 10 8 1 0 5 5 4 0 5 0
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12分野を横断した連携・協働体制の構築

地域子育て支援センターとの連携

〈意見交換会の開催〉
互いの役割の理解と連携の可能性について検討することを目的に開催。
地域の資源や担い手等との連携・協働、課題解決に向けたネットワーク構築
について検討している。

〈連携・協働事例〉
◆行事等へボランティアをコーディネート 【鴨田地区】
こうち笑顔マイレージ事業を活用し、センターの行事に学生ボランティアを調整。

◆子育て世代のボランティア活動 【高須地区】
センター利用者でもある母親に、こうち笑顔マイレージ制度（ボランティアポイント
制度）を活用してボランティアの機会をコーディネート。他のセンター利用者に対し
て自身の経験を活かして話を聞くなど、活躍できる機会につながっている。

【潮江地区】 地域福祉コーディネーター × NPO高知市民会議
 防災をテーマに、各事業所等における取り組み状況の共有や、行政からの
情報提供等を通じて意見交換を実施。今後は、子育て世代向けの情報を掲載
した社会資源マップの作成を予定。(R７年度は計３回の意見交換を実施)

【鴨田地区】 地域福祉コーディネーター × 母子保健課
子育て世代が地域にある多様な資源を活用しながら育児することができる
地域であるために、まずは支援者が子育て世代のニーズや現状を理解する
ことを目的に意見交換を実施。

これまで連携・協働の機会が多かった「高齢・困窮」分野に加え、R７年度より「児童・障がい」分野との連携・協働を強化

子育て分野のネットワークづくり

障害児通所支援事業所との連携

〈意見交換会の開催〉
R６年度に引き続き、障害児通所支援事業所との意見交換会を実施。
具体的な事例を共有し、連携・協働の可能性について検討を実施。

不登校支援に関する検討

子育て支援訪問員との連携

〈意見交換会の開催〉
母子保健課より、「赤ちゃん誕生おめでとう訪問で、地域資源に関する相談
を子育て支援訪問員が受けることがある。」との相談があり、「地域にはどの
ような社会資源があるか」また「地域福祉コーディネーターとどのような連携
ができるのか」について意見交換を実施。

〈連携・協働の事例〉
〇事業所近隣の社会資源につなぎ、住民が自主的に運営するサロンへ利用者と職
員が参加し、交流。
〇事業所が実施する夏まつりやクリスマスの行事に地域住民がボランティアとして
参加

〈意見交換の実施〉
不登校支援に関係する市関連部署(母子保健課、こども政策課、子ども育成
課、地域共生社会推進課、教育支援センター等)と意見交換を継続的に実施。
不登校支援体制の構築を進めるうえで、地域の人材や社会資源がどのよう
に関わることが出来るかを検討している。
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